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化 学 問 題 へ の 対 応 が 緊 要 な こ と で は 日 本 も 例 外 で な く ， 参 戦 後 最 初 に 設 け
ら れ た 諮 問 機 関 は 化 学 工 業 調 査 会 で あ っ た 。 化 学 工 業 調 査 会 に 対 す る 諮 問 事
項 は ， 当 面 す る 化 学 工 業 の 振 興 策 や 不 足 物 資 の 調 達 方 法 な ど に 関 す る も の で
あ っ た が ， 審 議 は 関 連 す る 研 究 体 制 の 拡 充 ・ 整 備 に 関 す る 事 項 に ま で 及 ん で
い っ た 。 と く に 後 者 に つ い て は ， 西 欧 に お い て 大 戦 前 か ら 各 国 が 競 っ て 国 家
と し て の 研 究 体 制 を 整 備 し て い た こ と,
エ
そ れ に 化 学 技 術 が そ の 基 礎 的 科 学 の
研 究 を も と に 開 発 さ れ て い っ た こ と か ら ， 化 学 工 業 振 興 の た め に も っ と も 基
本 的 な 施 設 の 一 つ で あ る と 理 解 さ れ て い た と い え よ う 。
化 学 工 業 調 査 会 が ， 農 商 務 大 臣 の 諮 問 に 応 じ て 提 出 し た 答 申 ， 自 ら 提 出 し
た 建 議 な ど に よ っ て ， 政 府 の 政 策 に あ た え た 影 響 は 大 き い 。 そ れ が ア ン モ ニ
ア ・ ソ ー ダ 法 工 業 や 有 機 合 成 化 学 工 業 の 勃 興 を 契 機 づ け た こ と は 当 然 の こ と
と し て ， 同 時 に 国 家 の 研 究 体 制 の 整 備 に お い て も 先 導 的 な 役 割 を 演 じ た と い
っ て よ い の で は な か ろ う か 。
科 学 技 術 動 員 ， 新 規 工 業 の 創 出 ， 研 究 体 制 の 整 備 な ど ， 多 分 面 に わ た り 興
味 あ る 問 題 を 提 供 し た 化 学 工 業 調 査 会 を 対 象 に ， そ れ が 国 家 と し て の 研 究 体
制 の 整 備 に お い て 果 し た 役 割 を 検 討 す る こ と に し た い 。 そ の さ い ， 管 見 の 限
り で は ， そ の 基 本 的 史 料 と い う べ き 『 化 学 工 業 調 査 会 録 事 』 は こ れ ま で に 刊
行 さ れ た 著 作 で は ほ と ん ど 紹 介 さ れ て い な い の で ， こ の 『 録 事 』 を 中 心 に し71
）T
て 化 学 工 業 調 査 会 の 活 動 を 解 明 し て 行 く こ と は き わ め て 有 意 義 で あ ろ う 。
1. 化学工業調査会の設立
大正3 年8 月23 日，日本はドイツに宣戦を布告し，第一次大戦に参戦する
が，その直後にドイツに多くを依存し ていた医薬品や化学工業原料の輸出取
締で，その確保と価格安定を図っている。これらを所管する農商務省では同
年10 月27 日‥に化学工業調査会規程を制定し，翌11月6 日に同調査会委員長 。2)
委員等を任命し，同月24 日からその第1 回会議を開催したのである。
先行し て設けられていた諮問機関の農商工高等会議や生産調査会，以降に





第一 条 化学工具 調査 会ハ化学工業 二関 スル 重 要 ノ事項 ヲ調 査審議 ス
第二 条 化学 工業 調 査会 ハ化学工 業 二関 スル重 要 ノ事項 二付農商務大臣
ノ諮問 二応 シ テ意見 ヲ開申 ス ト
第 三 条 化学工業 調査会 ハ委員長一 名 委員 若干 名 ヲ以テ之 ヲ組織 ス
特 別 ノ事項 ノ調 査審議メル 為必 要 アル トキ ハ 臨時 委員 ヲ置 クコト
ヲ得
第四 条 委 員長 ハ農 商務次 官 ヲ以 テ之 二充 ツ
委員 ハ農 商務大臣之 ヲ嘱託 ス 入
第五 条 委 員長・ハ会務 ブ総理 ス
．・
第六条 化学工業 調査会 二幹事 ヲ置 夕委員 長 ノ指揮 ヲ受 ケ庶 務 ヲ整 理ス
幹 事 ハ農商務大 臣之 ヲ命 ス
第七条 化学工業 調査会 二書 記 ヲ置 夕委員 長及 幹事 ノ指揮 ヲ受 ケ庶 務 二
従 事 ス
書 記 ハ 農商務大臣之 ヲ命 ス
しかし、他の多くの諮問機関と異なり、化学工業調査会は官制によるもの4)






















こ 業化学研究の挙」を行う（『工業化学雑誌』，大正2 年6 月号,561
～581頁）。3
・4 ・5 工業化学会第17 年会に お いて高松豊吉会長講演「化学研究所に就














9・19 東京商業会議所，「化学工業の奨励並に化学工業調査会設置 に 関す
る建議案」を可決,21 日に首相・ 農相・蔵相に提出(『渋沢栄一伝
記資料』，第47巻，24 頁，『財政経済二十五年誌』， 第4 巻,198 ～
犬199 頁)。 し10
・一 工業化学会，「化学工業ノ発達奨励二関スル意見書」を首相・農相・









11・6 農商務省，化学工業調査会委員長・委員等を任命 〔『録事( 第一回，
及第二回)J12～3頁〕。11
・24 イヒ学工業調査会，第1 回会議を開催。12月1 日終了。
犬12 月3 日付で答申・建議・意見書を提出rp 録事( 第一回及第二回)』，4
～35頁〕。11
・26 有力製薬業者( 有志製薬調査会)， 内務大臣 に 臨時薬業調査委員会
の設置を建議(『大阪製薬業史』，第2 巻,11 頁)。11
・― 三井鉱山，アリザリンの製造開始612
・4 内務省， 臨時薬業調査委員会規程により委員任命( 『臨時薬業調査
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委員会第一回報告書』ノ6 頁)。 ト4
・3 ・2 イヒ学工業調査会， 第2 回会議を開催。3 月6 日終了。 ■ ■ ■3
月7 日付 で答申 ・建議 を 提 出 〔『録事( 第一回及第二回)』,83 ～101
頁〕。3
・6 工業 試験所におい て化学工業調査会委員，理 化学研究所設立の件を
協議 〔『録 事( 第四 回)』,42 頁〕。3
・10 理化学 研究所設立に関す る第1 回協議会開催( 『渋沢栄一伝記資料』，






































第36 回特別議会召集（e 月9 日閉会）。
染 料医薬 品製造奨励法 （法 律第19 号）公布,10 月15 日施行。
化学工業 調査会， 特別委員 会第1 回会 議開催。10 月8 日に第2 回，12
月2 日に第3 回， 大正6 年6 月5 日に第4 回の特別委員 会を開催
〔『録事 （第三回）』,1 頁，『録事 （第四回）』。1 頁〕。
内国製薬（株）設立。 一




理化学研究所へ の国庫補助に関す る法律（法 律第16 号）公布， 大正6
年6 月26 日施行。
日本 グリセ リン （株） 設立。
東 大附置伝染病研究所， 帝大最初の附置研究 所とし て設立。
経済調 査会，官制公布。 大正6 年11 月30 日廃 止。
製鉄業 調査会，官 制公布。 同年12月i 日廃止。
臨時産業調査局官制公布。
旭硝子（株） 戸畑工 場, アンモ ユア・ソーダ法 によるソー ダ製造開始。
理化学研究所， 設立認可。
化学工業調査会， 第4 回会議を開催。6 月8 日終了。6
月8 日付で建議を提 出 〔『録事 （第四回）』，17 ～19 頁〕。
工業所有 権戦時法 （法 律第21号） 公布,9 月15 日施行。
製鉄業奨励法 （法律第27 号） 公布。9 月1 日施行。
日本染料製造， ベソ ソパプ リンな ど合成染料 の製造開始。
軍用自動 車補助法 （法 律第15 号） 公布。5 月1 日施 行。
東 大工 科大学附 属航空 研究所設立，伺年7 月3 日東大附 属，大 正10















臨時国民経済調査会，官制公布。大正8 年7 月8 日廃止。 ニ




























第一 次世 界大戦 と 研究体 制 の整 詐161
犬高 松 豊 吉 は 東 大 教 授 を 辞 任 し た の ち 東 京
瓦 斯 社 長 と な り, ニこ め 大 正3 年6'
月1 卵 に 社 長 を 辞 職 し て い た が ， 工 業 化 学 会 の 会 長 を 勤 め て い る ， 化 学 工 業8
） ‥
界 と 学 界 の 長 老 で あ っ た 。 こ の 農 商 務 省 の 依 頼 を う け て か ， 高 松 が 会 長 で あ
る 工 業 化 学 会 は 大 正3 年9 月17 日 に 定 例 の 役 員 会 で ，「 時 局 に 関 す る 吾 人 のし
執 る べ き 方 針 」 な ど を 協 議 し て い る 。 つ づ い て 同9 月29 日 に も 臨 時 役 員 会 を
開 催 し て/ 「 本 邦 化 学 工 業 を 一 層 進 歩 せ し む る た め 当 局 者 に 建 議 す べ き 案 」 モ
の 他 を 長 時 間 に わ た り 協 議 し て い た 。 さ ら に 翌10 月 の2 日 に も 臨 時 役 員 会 を
開 き 「時 局 に 関 す る 建 議 案 」 に つ い て 協 議 し て い る 。 そ し て 同 月15 日 に は 定 こ
例 役 員 会 で 「 時 局 に 関 す る 意 見 書 提 出 の 件 」 を 協 議 し て い る が ， 以 降 の 役 員
。9 ） 。一
会 に は こ の よ う な 議 題 は 提 出 さ れ て い な い し ， 協 議 も 行 っ て い な い 。 犬
日 本 の 化 学 工 業 界 を 代 表 す る 学 会 で あ る 工 業 化 学 会 は ， 高 松 豊 吉 を 会 長 に
東 大 工 科 大 学 教 授 ， 工 業 試 験 所 技 師 ， 会 社 技 術 者 な ど が 役 員 で あ っ た 。 し たj
が う て ， こ こ で 第 一 次 大 戦 に さ い し て 対 応 す べ き 事 項 が 検 討 さ れ ， そ の 結 死
提 出 さ れ る 見 解 は 当 時 の 日 本 に お け る 化 学 工 業 を 専 門 と す る 研 究 者 ・ 技 術 者
集 団 の 総 意 で あ う た と い え よ う 。 犬
工 業 化 学 会 は 上 の よ う な 経 過 の の ち ， 役 員 会 決 議 を も と に 大 正3 年10 月 い
（ 日 付 は 記 入 さ れ て い な い ） に 会 長 名 で 内 閣 総 理 大 臣 ・ 農 商 務 大 臣 ・ 大 蔵 大 臣-10
）
文 部 大 臣 あ て に 「 化 学 工 業 ノ 発 達 奨 励 二 関 ス ル 意 見 書 」 を 提 出 し た 。乙そ こ で
は 日 本 の 化 学 工 業 発 展 の 必 要 条 件 と し て ， 第 一 に 教 育 機 関 －研 究 機 関 ・ 調 査 丿
機 関 の 整 備 が 根 本 条 件 で あ り ， 第 二 に 化 学 工 業 諸 分 野 が 相 互 に 密 接 に 関 連 し
て い る こ と を 前 提 に ， 酸 ・ ア ル カ リ 工 業 バ コ ー ル タ ー ル 蒸 留 ・ 精 製 工 業 な ど
個 別 工 業 の 振 興 策 の 実 施 を 求 め て い た 。 づ
こ こ で 表 明 さ れ て い る 意 見 は 前 年 の 大 正2 年4 月19 日 に 開 催 さ れ た 工 業 化
学 会 第16 年 会 に お い て 高 松 が 行 っ た 会 長 講 演 「 化 学 工 業 の 発 達 助 長 に 就 て 」 ノ
お よ び 高 峰 譲 吉 の 講 演 「 万 国 応 用 化 学 会 議 に 就 て 並 に 工 業 化 学 研 究 の 挙 」,さ
ら に 翌3 年4 月5 日 の 第17 年 会 に お け る 高 松 の 講 演 「 化 学 研 究 所 の 設 立 に 箆
て 」 な ど で 述 べ ら れ て い た も の を 基 礎 に ， 大 戦 に と も な う 事 態 に 対 処 し て 修11
）
正 ・ 拡 充 し た も の と い っ て よ い 。 さ ら に は ， こ れ ら の 諸 事 項 は 明 治43 年4 月
に 設 置 さ れ た 生 産 調 査 会 の 審 議 で 論 じ ら れ て い た し ， あ る い は 大 正3 年4 月5
日 の 工 業 化 学 会 年 会 で 論 じ ら れ て い た 課 題 で あ っ た 。 つ ま り ， 大 戦 前 か ら














山 甚 太 郎 が 参 加し てい た 。 そ の 結 果 ， 化 学 工 業 の当 面 す る 諸 問題 を 調 査 す る14)
に は 人 材 不 足 で ， 農 商 務 省 が 担 当 し て 行 う の が 適 切 で あ る と し た 。 こ の よ う
な 臨 時 調 査 会 の 案 を も と に> 同 年9 月19 日 に 東 京 商 業 会 議 所 は 臨 時 総 会 を 開
き ， 「 化 学 工 業 の 奨 励 並 に 化 学 工 業 調 査 会 設 置 に 関 す る 建 議 案 」 を 審 議 ・ 可
決 し た 。 そ し て 同 月21 日 に 総 理 大 臣 ・ 農 商 務 大 臣 ・ 大 蔵 大 臣 あ て に こ の 建 議15)
書 を 提 出 し た の で あ る 。 ニ
→-!・●二yv.e・^=t 。 ，J・,。 ↑ 。いfr、。。17.-t. ふ人-T ・？。r.rふ す・ ・t/1-u^Aj' ご焉tfr-盲ゝ --t/PT マ 〃_ 。・。
尨 詣 褒 に ぶ い 又fx ， 天 夥 ぴ こ と もT ぶ いffj 人 刀 リ エ ホ巴 し7 こ'l巳 匹 栞 面'i こ 二丿, ヽ べ。系 忌7 £
対 応 策 が 必 要 で あ る と と も に ， 化 学 工 業 の 将 来 り 発 展 を 図 る た め に も 根 本 的
対 策 が 必 要 で あ る こ と を ま ず 述 べ て い た 。 つ い て は ， 政 府 に 化 学 工 業 調 査 会




し 先 の 生 産 調 査 会 は 衆 議 院 に お け る 建 議 案 の 可 決 で 設 置 さ れ た が ， 以 降 に 設
け ら れ た 臨 時 薬 業 調 査 委 員 会 は 製 薬 業 界 や 薬 種 問 屋 代 表 に よ る 建 議 で ， 製 鉄
業 調 査 会 は 関 連 学 会 の 建 議 お よ び 衆 議 院 に お け る 建 議 案 の 可 決 で 設 け ら れ て16
） ダ
い る 。 化 学 工 業 調 査 会 の 設 置 も 例 外 で な か っ た こ と を 示 し て い る 。
以 上 の よ う な 経 過 の の ち ， 農 商 務 省 で は 大 正3 年10 月27 日 に 化 学 工 業 調 査
会 規 程 を 設 け ， そ の 規 程 に よ っ て 委 員 長 ， 委 員 ， 幹 事 ， 書 記 を11 月6 ～7 日 に17)
任 命 し た 。 委 員 長 は 規 程 に よ り 農 商 務 次 官 の 上 山 満 之 進 が 任 命 さ れ た が ， 委
員 は 帝 大 教 授 ， 高 等 工 業 学 校 教 授
，
国 立 試 験 機 関 技 師
， あ る い は そ の 経 験 者








































4 年2 月24 日
































染色工 業 ・。 ニ7.
繊維化学工業8.
電気 化学 工業 ‥ ‥十







大正3 年11月24 日に化学工業調査会は第1 回会議を開き，休会を挾みなが
ら同年12月1 日まで続けた。翌4 年3 月2 日～6 日に第2 回会議，同4 年12
月13 日～15日に第3 回 会議，そして大正6 年6 月6 日～8 日に第4 回会議の，
計4 回の会議を開皿し ている。このほかに第1～4回の特別委員会を開催して
いる。イヒ学工業調査会の廃止時期は，明らかではないよ








































答 申 ・建 議 の 提 出。 ・=
第1 回 特 別 委 員 会 。
第2 回 特 別 委 員 会。
第3 回 特 別 委 員 会 。 レ
第3 回会 議 開 催 （同 月15 日 まで）。
染 料 医 薬 品 製 造 奨 励 法 の 制 定 ・公 布 に と もな う措 置 お よび アン モニ
ア ・ ソー ダ法 工 業 の企 業 化 に 関す る報 告 と審 議。
特 別委 員 り 分 担 事 項 の 報 告。 。- 。 ．I
カV 原 料0 調 査。
特 別 委 員 調 査 事 項 （木 材 乾 留 工 業 ） の報 告 と 審 議。
特 別委 員 調査 事 項 （化 学 製 薬 工業 ・窯 業 ・電 気 化 学 工 業 等）,の 報告
14
と 審 議6
ソ ー ダ製 造 試験 所 お よび 天 然 ソ ー ダ （蒙 古） 調 査 の報 告 と 審 議。15
天然 ソ ー ダ （蒙 古） 調 査 の報 告。5
第4 回 特 別委 員 会。 ノ 。6
第4 回 会 議 開 催 （同月8 日 まで）。y
甲7------ ・--- ・r ＝。 ・/ ・ ・ ・
特 別 委 員 調 査 事 項 （化 学 製 薬 工 業 ・染 色 工業 ・電 気 化学 工 業 ・窯業




















































イ)香水及香油H 歯磨 ㈲白粉( ≒)質附 倒其他
七，揮発油工業(





イ)パル プ及 製紙 回 セル ロ イド及製品 ＼
十，窯 業(
イ)厚 板硝 子及 各 種琉 璃器(^ 頑肩 製品 ○ セ メン ト製品, 増 蝸。'
蒸 発皿等 ノ輸入窯業 品 「」)陶磁器
十一， 冶金工業(











































第2 回会議（大正4 年3 月7 日提出）
「コールタール」蒸溜及精製業 ノ助長発達二関スル答申書2.
建議（含案）ト ‥










第2 回本会議（大正4 年3 月7 日提出）1.
化学研究所設置 二関スル建議














「ブi; ヤ」製造及 「ブリキ」 缶錆留 ／方法
甜菜糖工業 二関スル調査 ヲ為 メコト ＼
木精及酢酸石灰 ノ産額 ヲ譜 加スル為簡易ナル木材乾錆窯 ノ普及ヲ図ルコト
小規模 「パルプ」製造法 ノ研 究
松脂採集及松精油製造 ノ事業 ヲ奨励 スル コト
石油精製業 ト
ご
「 ダイナマ イト」雷管及 「グリセ リン」製造業
金属薄板製造業 ノ奨励























業 ノ発達ヲ図ルコ に 而シテ之レカ方法トジテハ政府二於テ相当規模ヲ有ス
ル 曹達製造試験所ヲ設立スルヲ荷ス」の件である。ソーダ製造業の振興は，
170
第1 回 会 議 に お い て 「 曹 達 製 造 試 験 所 ノ 設 立 こ 関 ス ル 建 議 」 も 提 出 さ れ て い
る よ り に ， 化 学 工 業 調 査 会 に お け る 最 大 の 懸 案 事 項 で あ っ た と い っ て よ い 。
と こ ろ が ， 答 申 と 建 議 で 政 府 に 要 請 さ れ た ア ン モ ニ ア ・ ソ ー ダ 法 製 造 技 術 開
発 の た め の 国 立 試 験 所 は ， 原 料 塩 に 関 す る 調 査 が 残 さ れ て い て ， 塩 価 問 題 が
未 解 決 の た め に 予 算 が 獲 得 で き な い こ と を 理 由 に ， 当 初 は そ の 設 置 が 困 難 だ23)
と さ れ た 。 し か し ， 「 表 面 で は 経 費 の 都 合 に よ り ， 内 実 は 同 盟 国 の 英 国 に 気
兼 ね し た た め 実 現 せ ず 」 と ， こ の 件 に も っ と も 係 り の 深 か っ だ 西 川 虎 吉 は 述24
）J
匯 し て い る 。
■ ■ ㎜
㎜ ■
答 申 に 沿 っ た 国 立 ソ ム ダ 製 造 試 験 所 は 設 立 さ れ な か
っ た も の の ， 民 間 企 業
で あ る 旭 硝 子 は 化 学 工 業 調 査 会 の 得 た 情 報 を 譲 受 し ， 委 員 の う ち の 関 係 者 を
顧 問 に 迎 え て ， ア ン モ ニ ア ・ ソ ー ダ 法 （ 正 確 に は バ
ッ チ し プ1=・ セ ス の ホ ー ニ ヒ マ
ン 法 ） に よ る 炭 酸 ソ ー ダ の 試 験 製 造 に 着 手 し ， 工 業 化 を 実 現 し て い る 。 ま た 。
日 本 曹 達 （ の ち の 徳 山 曹 達 ） も ア ン モ ニ ア ・ ソ ー ダ 法 （ ソ ル ヴ
エ
法 ） で 試 験 を 開25
）
始 し, ニ多 く の 曲 折 の の ち 成 功 （ ホ ー- ヒ マ ン 法 で ） し て い る 。 こ れ ら が 示 す よ
う に ， 化 学 工 業 調 査 会 の 活 動 が ， 第 一 次 大 戦 と い う 特 異 な 環 境 の も と で あ れ 。
日 本 に お け る ア ン モ ニ ア ・ ソ ー ダ 法 工 業 の 創 出 を 契 機 づ け た 要 因 で あ る こ と
雌 否 定 で き な い 。
有 機 合 成 化 学 工 業 と ア ン モ ニ ア ・ ソ ー ダ 法 工 業 の 育 成 策 の 中 間 に 位 し て い
た の が ， 電 気 化 学 工 業 の 育 成 策 で あ っ た と い え る の で は な か ろ う か 。 答 申 が
事 業 の い っ そ う の 拡 張 を 求 め た 燐 や 塩 素 酸 カ リ は 日 本 化 学 工 業 に よ っ て 生 産
が 開 始 さ れ て い た し ， 石 灰 窒 素 ・ 変 性 硫 安 の 製 造 も ま た 日 本 窒 素 肥 料 や 北 海
カ ー バ イ ド （ の ち の 電 気 化 学 ） に よ っ て 先 鞭 が つ け ら れ て い た 。 こ れ ら に 比 べ
る と き ， 電 弧 法 や 電 解 法 な ど は 開 発 研 究 の 段 階 に あ っ た し ， ア ン モ ニ ア の 直
接 合 成 は 重 要 課 題 と な っ て き は じ め て い た 。 し た が っ て ， こ の 幼 稚 な 電 気 化
学 工 業 を 研 究 し ， そ の 助 長 発 達 をN る こ と が 必 要 だ と い う 答 申 に 対 応 し ， 農
商 務 省 所 管 の 工 業 試 験 所 （ の ち の 東 京 工 業 試 験 所 ） の 第5 部 を 中 心 に 電 弧 法 に
よ る 硝 酸 合 成 ， 電 解 法 ソ ー ダ ， ア ル ミ ニ ウ ム 製 造 法 な ど が い っ そ う 活 発 に 研
究 さ れ て い っ た の は 当 然 で あ り ， し か も そ の 電 解 法 ソ ー ダ 製 造 技 術 は 大 戦 中
に 民 間 企 業 の 採 用 す る と こ ろ と な っ た6 ま た 工 業 所 有 権 戦 時 法 に よ っ て 没 収
し た 特 許 も 出 願 企 業 に 使 用 を 認 可 す る が ， 電 解 法 を は じ め と し た 化 学 技 術 関
26）
係 に そり 例 が 多 か っ た 。 こ の よ うに ， 電 気 化 学 工 業 の 分 野 で は 大 戦 前 か ら は
第一次世界大戦と研究体制の整備171
じ まってい た工業 の展開 が， 第一 次大戦 を契 機に政 府 の施策 も くわわ って，
急 速 で広範 囲 な ものへと加速 され ていく のであ る。
以上の よ うに， 答 申で 触 れら れた工業 分野 に限定し て みた とき， 第一 次大
戦 とい う特 異な政 治的 ・経済的 環 境を 考慮に いれた とし ても， 化学工業 調査



















日本 で も また 試 験 研 究 体 制 の拡 充 ・ 整 備 に 関 し て， 政 府 の 設 け た 生 産 調 査



































大正3 年3 月19 日付で渋沢栄一・高松豊吉等7 名の連署で「イヒ学研究所設立
二関スル請願」を提出した。し かし，議会は予算案の不成立，ついで衆議院
で内閣弾劾上奏案の審議中に3 日間の停会となり√3 月25 日に閉会とたった





このよ うに 化学研 究所 の創設 に関し ては， 官界 ・産業 界 ・学 界が 挙 って強
い 関心を示し て いたが， 山 本権兵 衛内 閣 に協 力を 求めた とき， 当時 の農 商務
大臣山本達 雄は 機運が 熟し てい ない とし て積極的 でなか った。 か わ って同3
年4 月16 日に発足し た大隈 重 信内閣 は 少な くない 好意を示し た 。 大隈 は同年6
月に農商務 省が開 催し た全 国実業 家 大会 の出席者 を私邸 に招い た席 で，工
業 の発達を 図 るため に官民 協 力 で化 学研 究所を 設置す る よ う主張し ていた。
これを うけ て， 翌7 月3 日渋 沢栄一 ・中 野武営 ・高松 豊吉 は農 商務 省工業試
験所 におい て農商 務次 官上 山満之 進， 商工 局長岡実，工業 試験所 々長 高山甚
太 郎と化学研 究所 案 の具体化 を協 議し た のであ る。 こ の頃 には 政府 の積極的
な 姿勢を反 映し て， 化学 研 究所 案 の規 模は拡 張 され， 政府 支出500 万 円，民32)
間 寄附500 万 円， 合 計1,000 万 円 規模 の公益 法人 案 とな って きてい る。
官 ・産 ・学 の協 力 で化学 研 究所 の設立 計画が い っそ う具体 化 され， 実現 に
向 けて運動 は一定 の進 捗を み た もの の， この大 正3 年7 月28 日に 勃発し た欧33
）
州大戦 のため に運 動は 行 き詰 るのであ った。
■■ ㎜ ■
化学研 究所 設立運 動 の再開 を契機 づけ ，し か も具体化 させた のは， 化学工
業 調 査会 の建 議であ る。 第1 回会議 の最終 日であ る大正3 年12 月1 日，委員
桜井錠二が提 出し てい た建議 案 「化学研 究所 設 置二関スル 建議 」を 採 りあげ
た。 それの説明は 「化学 工業 ノ発達 ツ図 ラ ムカ為， 政府 ハ化学 研究所 ヲ設 置




審議にあた って， 建 議案 提出 者 の桜井は 補足 説明を くわ え， 高松豊 吉は化
学 研究所 設置に関 す る これ までの運 動経 過を 説明し た のも ， 化学工 業 調査会
で本件の建議を行 うよ う主 張し た。 そ のさい， 上山 委員 長 は建 議案 を提 出し
て も「政 府今 日 ノ財政 ニテハ不 可能 ナル ペシ」 と， 現 実性 のない こ とを 説明
し た。し かし 審 議は 進め ら れ， 主 とし て化 学研 究所 の性格 に関 連し た議 論が
行 わ れた。 提案 者 の桜井は 化 学研 究所 は独 創的研 究を担当 す る もの とし て，
既 存 の機関 とは 別に 独立し て設置 すべ き ものだ と考え てい た。 これ に対し て。
農 商務省所管 の工 業 試験所 があ り， 化 学研 究所が これ と重 複す る ので必 要が
な い とい う意見が 紹介 され， 委員 長 の 「化 学研究所 ハ根本 的 ・基 礎的 （グリ


























化学工業調査会第2 回会議は大正4 年3 月2～6日に開催された。それに先
だって委員として農商務省商工局長岡実と東大教授の長井長義・池田菊苗・





化学研 究所 の件 は 第2 日 目に 審議さ れた。 第1 回会議 のさい に具 体案 の作
成 が希望 さ れていた こ とから ， そめ作業 を中 心に な って進 めた 鈴木梅太 郎が
成 案を もとにし て補足 説 明を 行った のち， 審議 に はい っ た。 そ のさい， 委員
長 上山は こ の建議 案 の実 現が当時 の財政 事情から 困難 な ことを 強調し た。 委
員 の岡も農商 務省 とし て政府 が行政 整理を 行っ てい る折， 独立し た研 究所の
新 設が容易 なら ぬこ とを 指摘し た。 政府 の委員が こ のよ うな理 解 の うえ で，
審 議に参加し たのに対し ， 委員 の多 数を 占め る大 学 教授 の関 心は設立 予定の
研 究所の性 格にあ った。 そ のためS 審議 で意思 の疎通が 十分 であ ったとはい
え ず，再 度議 論 も繰返 されてい る。
まず化学 研 究所 の設立 運動に関 す る経過が， 帝 国議会 請願 の件を 含め て報
告 され， 諒 承 された。 そし て化学 研究 所設立を 現実化 す るた めに， 大正3 年
度 初頭 の計画 と同様 に民 間寄附 金500 万 円を基 金 とす る最小 限 の規 模 の研究
所 設置案を 作 成す ると と もに， 当初 の構想 とは逆(D 手順， つ まり最初 に政府
で 小規模 な研 究所 を設け ， これを民 間 の寄附 で大 きな規 模にし てい く手順を
孫 るこ とを基 本的 な骨 子 とし て， 今回 の建議案が 作成 さ れ てい る旨， 鈴木 が39)m
明し た。 こ れは 大筋 で諒 解さ れた。
ついで化 学研 究所 の性 格に関 す る審 議に移 った。 大 学 や専 門学 校 におけ る
研 究の規模 を大 き くす れば，化 学研 究所を設け な くて も よい のでは ないかと
い う委員長 上 山 の見 解に 対し ， 大学教 授陣 から は大学 ・専 門学 校は 今 日でも
経 費 と人 員が不 足 で，民 間 の要 求に応じ た研究が で きないし ， 独 創的 な研究
を 片手間では や れない と， 厳し い反 論があ った。 また上 山委員 長は， 工業試
験 所を拡張し て， 化 学研 究所 で行 うとい う根本的 研究を 実 施す る案 を提 出し
た が，こ れに対し て も工業 試験 所は これ まで工業 の発達 に貢 献し てい るが，
そ れは外国 の技 術 の消化 であ り， 学術 的研究を 行 ってい るとし て も片 手 間で
あ り，モ のため に新 生面 を開拓し た り， 化学研 究所 に期 待し てい る よ うな基40
）
・礎的 づ
大学教授 の側から 強調 さ れた のは， 以上 の よ うな意見 に くわえ， 独創的な
研 究は大学 教 授や試 験機 関技 師な どの兼務 では実 施が困 難 であ り，そ のため
にヽは独立し た 施 設や そ のために専 任研 究者を充 てなけ れば なら ない とい う見
解 で，池 田菊 苗，桜井 錠 二， 鈴木梅太 郎等 からだ さ れた。 そし て， 井上 仁吉






近 来 八 分 業 的 ト ナ リテ ， 相 助 ケ 大 ナ ル 効果 ヲナ ス ニ到 レ リ」と，工 業 試 験 所・
…
…




自 信 を も っ て ， そ の 人 材 の 確 保 を 保 証 し て い た 。 し か し ， 先 の 大 学 教 授 が 片
手 間 で は 独 創 的 研 究 が で き な い と い う主 張 と あ わ せ ， こ の 人 材 確 保 は 解 決 か
容 易 な ら ぬ 問 題 で あ る こ と を ， 理 化 学 研 究 所 の 発 足 の さ い に 早 く も 露 呈 す る，
の で あ る 。
化 学 研 究 所 の 事 業 に 関 し て ， そ れ が 独 創 的 研 究 で あ り ， 学 術 に 基 礎 を 置 い
た 研 究 で あ る こ と が 強 調 さ れ る と ， そ の 所 管 官 庁 が 改 め て 検 討 課 題 と な る 。
大 学 教 授 で あ る 委 員 の 発 言 を み る と ， 化 学 研 究 所 の 主 管 は 文 部 省 と い う こ と
犬43)
に な る の で は な い か ， と 商 工 局 長 岡 実 が 質 し た の は 当 然 の こ と で あ る 。 こ れ
に 関 し て は 後 に 帝 国 議 会 の 審 議 で 問 題 に な る が ， 特 別0 議 論 も な く ， 化 学 工
業 調 査 会 が 農 商 務 大 臣 の 諮 問 機 関 で ， 建 議 も 同 大 臣 に 提 出 す る こ と か ら ， 所
管 は 農 商 務 省 と い う こ と が 暗 黙 の 諒 解 で あ っ た ， と い っ て よ い 。 あ る い は 大
学 教 授 の 委 員 に と っ て は 重 要 な 関 心 事 で な か っ た の か も し れ な い 。











文部 及 農商 務各 省 ノ関係 諸官庁 ヨ リ委員 ヲ命シ， 之 二民 間 ノ実業 家 ヲ加
ヘ テ官民 合 同 ノノ委員 ヲ組織シ， 其 ノ実 行 二着手 セラレ ソ コト ヲ切 望 ス
右別紙 理 由書 ，化学 研究所 ノ組 織及事業 要 項蚊予 算 概算書 相添 本会 ノ決
議 二依 り建議候也
大 正 四年三月七 日
化学 工業 調査会





























































































































































一，設 立 費 四五〇,000 円
建 築 費 二〇〇,000 円
／ ニケ年継続費トシテ一ヶ年 －○0,000 円宛，地下室共総三
階建四百坪，鉄筋コンクリート造√一坪五〇〇円ノ見積











工 場 建 設 費 ／ 五〇,000 円
一，経レ 常 費 一六〇,000 円
俸 給，雑 給 七〇,000 円
所 長 一人 五,000 円
部 し
技 師 二十人，一人平均 二,000 四〇,000
技 手 十五人，一人平均 八〇〇 一二,000
事務員 二人，一人平均 －,二五〇 二,五〇〇
同 四人，一人平均 六二五 二,五〇〇
雑 給 六,000




























右予算概算八本所 ノ事業ヲ有 効二経営スルニ要スル最少額ヲ示セルモ ／
ナリ。但シエ業的試験ハ既設 ノエ業試験所二託シテ之ヲ行フコトトセハ，
設立費中ノエ場建設費 五〇,000 円及経常費中工業試験費 ノ一部ヲ減又
ヘシ



















化学工業調査会第2 回会議は第2 日目の大正4 年3 月3 日「イヒ学研究所ノ
設立及其ノ組織二関スル建議案」の審議を終え，その可決した建議を同年3
月7 日付で農商務大臣河野広中あてに提出している。ところが，建議を提出
す る前日，つまり。第2 回会議の最終日である伺年3 月6 日に化学工業調査会
委 員は越中島にあった工業試験所を参観したさい，改めて化学研究所の件が45)
話題になったのである。


































































た。同年12月15 日に至り， 設立委員会は基金800 万円（内発起人で500 万円。50)
ニ
政府補助金100万円，御内帑金100万円）を もつ設立計画をまとめた。 翌5 年1
月21 日には設立委員力;連署し，政府に対してっ ぎの（理化学研究所設立二関51)
スル建議」を提出した。
十理 化 学 研 究 所 設 立 二 関 ス ル 建 議
世 界 ノ 文 運 に 貢 献 シ 以 テ 益 々 国 威 ヲ 宣 揚 ス ル ト 共 ニ ， 百 般 工 業 ノ 根 本 ヲ
啓 沃 シ ， 以 テ 愈 々 国 富 ノ 増 進 ヲ 期 セ ソ ニ ハ ， 理 化 学 二 関 ス ル 独 創 的 研 究
ヲ 旺 盛 ナ ラ シ メ サ ル ヘ カ ラ ス 。 而 カ モ 今 次 ノ 欧 洲 戦 乱 ハ ， 今 後 益 益 軍 事
材 料 ノ 独 立 ， 工 業 物 資 ノ 自 給 ヲ 企 画 ス ル ノ 緊 要 ナ ル コ ト ヲ 教 へ 吾 人 ヲ シ
テ 理 化 学 研 究 ノ 必 要 ヲ 愈 々 痛 切 二 覚 知 セ シ メ タ リ。 然 ル ニ 我 国 二 在 リ テ
ハ ， 従 来 此 ノ 種 ノ 研 究 機 関 二 於 テ 闘 ク ル 所 ア ル ヲ 以 テ ， 民 間 有 志 二 於 テ
理 化 学 研 究 所 設 立 ノ 計 画 ア リ 。 然 ル ニ 此 ノ 事 業 タ ル ヤ 少 ナ カ ラ サ ル 資 金
ヲ 要-y ， 民 間 有 志 ノ 醵 金 ノ ミ ヲ 以 テ ハ 到 底 所 期 ノ 目 的 ヲ 達 ス ル コ ト 能 ハ
サ ル カ 故 ニ ， 政 府 ハ 国 家 事 業 ト シ テ 之 ヲ 助 成 シ ， 理 化 学 ノ 研 究 ヲ シ テ 遺
憾 ナ カ ラ シ メ ， 以 テ 国 運 ノ 発 展 ヲ 期 ス ル 為 速 カ ユ 適 当 ノ 措 置 ヲ 採 ラ ム コ
ト ヲ 切 望 ス
右 別 紙 予 算 概 算 書 相 添 へ 謹 テ 及 建 議 侯 也
大 正 五 年 一 月 二 十 一 日
。 一中 。 野 武 営
井 上 準 之 助
内閣総理大臣 伯爵
大 蔵 大 臣
農商 務 大臣
第一次世界大戦と研究体制の整備187
桜 井: 錠 ニ
長 井 長 義
渡 辺 渡
団 琢 磨
大 倉 喜 八 郎
近 藤 廉 平
安 田 善 三 郎
高 松 豊 吉
渋 沢 栄 －
























































こ と で， い っ そ う広 範 囲 な 官 ・産 ・学 の協 同 体 制 を つ く りあ げ ， そ の設 立 を
揖 家 的 プ ロ ジ ェ ク トに ま で 高 め る契 機を あ た え た こ と で あ る。 ト
こ の よ うな化 学 工 業 調 査 会 の役 割 の うち ， 前 者 は委 員 で あ る 大 学 教 授や 官
庁 技 師 に よ っ て 推 進 さ れ た のに 対 し ， 後 者 が 官 僚 であ る 商 工 局 長 岡 実 の 提案
で あ・つた ば か り か， 設 立 基 金 とし て も民 間 寄 附 金 と政 府 補 助 金 に 内 帑 金 を上y
積 み す る こ と ま で示 唆 し て い た こ とは ， 大 い に 注 目し て よ い。 し か も， 岡実
拉 研 究所 の性 格 ， と くに 大 学 教 授 の兼 務 や 人 材 な ど を 含 め て ， 慎 重 な配 慮 を
行 っ てお り， か れ の貢 献 を 抜 きに し て は， 理 化 学 研 究 所 設 立 運 動 は 具 体的 な
展 開 が不 可 能 で あ っ た の で は な か ろ うか 。
そ し て， 大 戦 前 に はじ ま った 国 民 科 学 研 究 所 一 化 学 研 究 所 設 立 の運 動 は，
大 戦 を 経 験 し て 理 化 学 研 究 所 の 設 立 運 動 へ と転 換 し て い くが ， と の 間 に お け
る 国 家 ・産 業 ・科 学 の一 体 化 が 科 学 技 術 動 員 を 通 し て 国 際 的 ・国 内的 に も著
し く進捗 し て お り， こ の 情 況 は そ れ ぞ れ の 時 期 の帝 国 議 会 へ の 請 願 あ る い は
首 相 等関 係 大 臣 に対 す る建 議 に も っ と も典 型 的 な か た ち で 表 現 さ れ て い る。
そ の 転 換 を 画 し た の が 化 学 工 業 調 査 会 第2 回 会 議 の 「イヒ学 研 究 所 設 立 二関 ス
ル 建 議」 の 付 属 の理 由 書 であ っ た と い っ て よい・。
■ ■ ■
5. 大阪工業試験所と陶磁器試験所 十 犬 犬
化学工業調査会の活動として，多くの著作が看過しているのが大阪工業試
丿験所および京都の陶磁器試験所の設立に関する事項である。これらの事項は，















あ っ た が ， 建 議 案 は こ の 実 行 を 求 め る も の で あ っ た 。
工業試験所の拡張に対して，府立大阪工業試験場と京都市陶磁器試験場・ひ
農商務省移管，つまり国立移管はそれより以前から，前者は明治43年12月に
生 産 調 査 会 が 提 出 し た 建 議 に よ っ 七, 後 者 は 明 治44 年3 月 の 第27 回 帝 国 議 会



















併 置， 国立鉱業 試験所 の設置 な ど， この京都市 陶磁器 試験 場 の国立 移管 を含







す な わち， 明治豺年12 月に生 産調査会 が 作成し た「工 務 局 ノ事務及 其 ノ方 針」
に よ る と，「工業 試験所 ノ拡張 」に関し ては 「 自己 ノエ 場 ニ テ新 規ナル試験
研 究 ヲ為 スヲ得 サルエ 業主 二製作上 ノ試 験成 績又 ハ模範 技 術 ヲ示 ス ノ必要 ナ
ル ハ論ナシ。 特 二半手 工業多 今我国 二於 テ ハエ業 試験所 ハ最 モ積極的 二其 ノ
存 在 ノ効果 ヲ示 サ サルヘ カラス」 とし てい た。 そし て「工 業試 験所 ハ各分科
二従 テ之 ヲ独立 セシ ムル ニ非 サン バ， 十分 ノ発 達 ヲ為シ 得 サル モ ノト考ヘ ラ
ル 」 とまで， 断 言し てい る。 差当っ ての 方策 とし て， まず 「絹 業 試験 所 ノ特
設 」 のた めに 明治 「四十六年 度予算 二於 テ三 タヒ 之 ヲ要 求 セン ト ス」 とし て
い た。工 業 試験 所 の分 立が できない とす れば 「少 クモ関 西， 九州， 東 北ご一
般 若 クハ特殊 ノエ 業試 験所 ヲ設置シ， 其 ノ地方 ノ須要 二応 シ， 試験 ヲ行 フヲ
ト 尚 ・60） レ
要 ス」 と まで， 積極的 な姿勢を示し てい た。 十
ところ が， こ の時期には，経 済は低 迷 状態 にあ り， 行 政 改革 が至上課題 で
あ った うえ， ジ ー メンス事件 でみら れる ような政 治的 混 乱 も くわわっ て，生
産 調 査会 に おけ る建議や帝 国議 会におけ る建議 で要 請さ れ ていた試 験研究機
詞 の整備は 見送ら れ ていた。 この事情は また 国民 科学研 究 所 一化学 研究所設
立 運 動に も反 映 され てい る。 化学 工業 調 査会 第2 回 会議 に も影を落し， 化学
研 究所設 置建議 案 の審議 に さいし て商工 局 長岡実 は 農商 務省 の方 針を説 明し ，
「゛現 在政 府 八 行政 組織 ヅ簡単 ニスル ノ主義 ト ナ リ居 リ,■…一頃i商務 省ハエ業 試
験 所 ノ拡張 二付 ティヽ一 定 ノ方針 ヲ持 ツテ居ル。 第一 二中 央 （東京）ヲ 完成 シ
タ リト思 フ。 当 事者 間ニ ハ大阪 二設立 セソト スル 議 論 アル モ，不完 全ナル モ
61）



















































































（大正六年十一月五 日）」 の な か に あ る 「大 阪 工 業 試 験 所 新 設 二就 テ 」 は ， そ__.















































本所 ノ職員ハ（初年度） 次年度 十 ト
所 長 一人 一人（所長ハ技師ヲ以テ之二充ツ）
技 師 一一人（内一人勅任）二〇人（内一人勅任）
技 手 一四人 三〇人
書 記 五人 六人
ニシテ，其ノ業務担任事項ハ別紙参照第五号二示スカ如シ
本所経費・ヽ ，初年度二於テ臨時費七拾万円（内土地購入費二拾万円ヲ
ニ 含ム）， 経常費八万五百七拾弐円， 計七拾八万五百七拾弐円ヲ要シ，
次年度二於テ経常費約十九万九千九百十八円ヲ要スル見込ニシテ，其
ノ内訳大体左 ノ如シ



















































































































の機関 で もあ る。 残 る電気 試 験所や 鉄道 試験所 をはじ め， 造幣 局 ・印刷局の・
試験研究 機 関は，現業 官庁 の業 務用試 験機 関 であ るとい って よい。し かも，
農 商務省所 管 の試 験機関 の多 くは もと より醸 造試 験所 が 伝統産業 ないし輸出
産業の技 術の近代化 を課題 にし ていた のに対し ， 電気試 験所 ・鉄道試験所な
どは移植技 術 ないし 近代的 大工業 の技 術を対 象 にし た 試 験機関 であ った。
明治期 末におけ るこ れら 国立試 験 研究機 関は， そ の数 が限 ら れていた うえ。・
予算・人員 の両面 からみ ても規 模は小 さ く， 試験業 務 が 中心であ った ことは
い うまで もない。
第一 次 大戦勃発 の後におけ る試験 研究 機関 の 情況を 農 商務 省傘下 の機関 か，
ら 見て み よ う。化 学工業 調査会 の建 議 で再 開さ れた運動 に よる理化 学研究所
の設置を 画期にし て， 試 験研究 機関 が整 備さ れてい った ことは， 戦 前から ひ
準 備な どもあ ってい くら か の例 外があ るも のの， すでに 指摘し た とお りであ
る。そし て， これら試験 研究機 関は， 早 くから設 置を み てい た化学工業 の分
野にぽ東 ・西両工業 試験 所を配 備し てい る。 機械 試験所 設置 も立案し ている
が，機械 分野に 関す る農商務 省行政 の 貧弱 さを反映し， 実 現は大 幅に遅れ て
い た。 鉄鍋分野 は現業 官庁八 幡製 鉄所 に研 究所を 設け てい る。 伝 統産業ない
し 輸出産業 の分野 では， 生糸検 査所 や 花蓮検 査所 に， 絹業試 験所 と陶磁 器試
験 所が くわわ り， い っそ う強 化し た 試 験研 究体制 を築い てい る。 国際的 に試
みられはじ めたナシ ョナル大 型プ ロジ ェ クトの アy モ ヱ ア合成や 燃料研 究に
関し ては臨時 窒素研 究所 と燃 料研 究所 を設立し ， 対処し てい る。小 規 模であ
ったが， 鉱山災 害予 備率公害 防止 のた めに石 炭 坑爆 発予 防調査所 と鉱害試験］
室を設け てい る。
その業 務活動 に関し て も， 中央 度量 衡検 定所 では官 制 改革 で改称した とき
に大戦前から の業 務に試験 を くわえ て， 検 定機 関から試 験機関 へ性格 の転換
を 図っ てい た。 生糸 検査所 も検 査に くわ え， 製 糸試験 や 化学分 析を 開始し，
検 査機関 から 試 験機関へ と業 務を拡 大し てい たし ， 遅 れ て設 立さ れた花見検
査 所は発足 のとき から検査 と試験 の両 方を業 務 とし てい た。 もっ と明確なか
た ちで試験研 究を主 体 とす る よ うにな った のは工 業試 験 所 で， 伝統技 術を中
心 とし た業 務から 電気化学 技 術を対 象 に くわえ た明治 末から， 性 格を大 きく
変 容し はじ め てい た。 こ の点 で府立 大 阪工業 試験 場一大 阪工業 試験 所 も例外












逓 信 省一 電気局電気試験所































































































































































究機関一国立大阪工業試験所の設置－」，『技術と文明ふ 第2 巻， 第1 号，昭和60
年10月，45～77頁をニ京都の陶磁器試験所については，鎌谷親善「京都市陶磁










た とえ ば，西m 博太郎監修『大日本之化学工業』，化学工業研究所出版部，大
204
正15年，についてみると，同書の第1 編「本邦化学工業発達史概説」の「大正年






業化学雑誌』，第17編，第202号，大正3 年12月,1482 ～1483頁，お よび同，第18
編，第206号， 大正4 年4 月,404 ～405頁の化学工業調査会第1 回・第2 回会議
のみの紹介記事に依拠し ていることは，いささか奇異に感じるのである。





年,115 頁や147～148頁の扱いは，化学工業調査会は も と より，当時の情況を十
分に理解しているとはいい難い。
大正期を対象にし た日本科学史学会編r 日本科学技術史大系J， 第3 巻，通史3,
第一法規，1967 年,84 ～85頁および107～110頁においても，上掲の『録事』
を使用し ておらず，掲載した史料も日本タール協会編・刊『日本タール工業史』，
昭和40年， の「史料篇」，507～510 頁からの引用であり， そのために，たとえば
「建議事項の一つに『化学研究所の設立および組織に対する建議』がある」など，
数多くの誤った記述を行っている。








よっていない。この理由もまた詳らかではない。 。 。 「










『工業化学雑誌』，第17編，第200号，大正3 年10月,1247 ～1248頁， 同， 第17
編，第201 号，大正3 年11月,1371 頁。10
）「化学工業 ノ発達奨励 二関スル意見書」，『工業化学雑誌』. 第17編， 第201号，
大正3 年11月,1251 ～1257頁。11
） 高松豊吉「イヒ学工業の発達助長に就で」，『工業化学雑誌』,第16編，第184号，
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内地二於テ生産増加 ノ見込アルモノヲ調査スルコト







(イ)技 術 ノ 幼 稚 ナ ル モ ノ ハ エ 業 試 験 所 二 於 テ 研 究 シ ， 又 ハ 適 当 ナ ル 当 業 者-
ニ 実 験 ヲ 嘱 託 ス ル コ ト(
ロ)当 局 二 於 テ 既 二 技 術 ノ 明 カ ナ ル モ ノ ニ 就 テ ハ 技 術 者 ヲ 派 遣 シ テ 実 地 哲
導 ヲ ナ サ シ メ ， 又 ハ エ 業 試 験 所 二 於 テ 当 業 者 二 実 地 指 導 ヲ ナ ス コ ト 等
に 経 済 上 ノ 関 係(
イ)特 種 ノ 事 項 ニ ヨ リ ー 時 資 金 ノ 固 定 大 ナ ル 事 業 二 対 シ 必 要 ノ 施 設(
ロ)起 業 ノ 当 初 製 品 二 対 シ 其 設 備 二 比 較 的 大 資 本 ヲ 要 ス ル 事 業 二 対 シ 必 要 ・
ノ 施 設0
原 料 ノ 供 給 ヲ 容 易 ナ ラ シ ム ル ニ 必 要 ナ ル 施 設
同 制 度 ノ 改 廃
困 技 術 者 ノ 表 彰
＼
○ 研 究 機 関 ノ 整 備20)
『 イヒ学 工 業 調 査 会 録 事( 第 一 回 及 第 二 回)
』,84 頁 。 ト21)
イヒ学 工 業 調 査 会 の 答 申 が ， そ こ で の 審 議 を 含 め て ， 化 学 工 業 に 及 ぼ し た 影 響 に
関 し て は 稿 を 改 め て 検 討 し た い 。 し た が っ て ， 以 下 に お い て は 既 干Uの 著 作 に よ
ウ
て 素 描 し て お く 。22)
『 日 本 科 学 技 術 史 大 系J ， 第21 巻,185 ～186,236 ～237 頁
○
『 現 代 日 本 産 業 発 達 史 』， 第13 巻,228 ～240,258 ～265 頁 。23)
『 化 学 工 業 調 査 会 録 事( 第 三 回)
』,72 ～73 頁 ， 『 同( 第 四 回) 』,8 ～15,37 ～39'
頁 。
■ ・ ・j/24)
西 川 借 吉 博 士 記 念 出 版 会 編 ・ 刊 『 西 川 借 吉 博 士 追 想 録
』, 昭 和26 年 ，374 頁 。25)
『 商 工 政 策 史
』， 第!3 巻 ，222 ～226 頁 。26)
同 上 書 ，224 ～228 頁 。l
。・ 東 京 工 業 試 験 所 編 ・ 刊 『 東 京 工 業 試 験 所 五 十 年 史
』， 昭 和26 年,666 ～667 頁 。27)
理 化 学 研 究 所 の 設 立 に 関 し て は ， 別 に 検 討 す る こ と に し た い 。 全 体 の 流 れ を 数:
多 く の 史 料 と と も に 示 し て い る の は ，[ 渋 沢 栄 一 伝 記 資 料j] ， 第47 巻 ，5 ～108 頁
で あ る 。 初 期 の 運 動 の 状 況 は5 ～16 頁 を 参 照 の こ とO
・・28)
広 重 徹 『障 ト学 の 社 会 史 一 近 代 日 本 の 科 学 体 制 ―
』, 中 央 公 論 社 ， 昭 和48 年,11 ～ ・13,73
～75 頁
○'29)
鎌 谷 親 善 『 国 家 と し て の 研 究 体 制 の 形 成 過 程 一 明 治 期 日 本 の 国 立 工 業 試 験 研 究
機 関 － 』， 通 商 産 業 政 策 史 研 究 所,1985 年,77 ～82 頁 。30)
高 峰 譲 吉 「万 国 応 用 化 学 会 議 に 就 て 並 に 工 業 化 学 研 究 の 挙 」，『 工 業 化 学 雑 誌
』，
第16 編 ， 第184 号 ， 大 正2 年6 月 ，577 ～581 頁 。
い っ そ う 詳 細 な 見 解 は つ ぎ の 論 述 と し て 発 表 し て い る 。
高 峰 譲 吉 「 将 に 起 ら ん と す る 資 金 壱 千 万 円 め 国 民 的 化 学 研 究 所 一 余 が 此 大 事 業
・
を 企 て た る 精 神 を 告 白 すJ ，『 実 業 之 日 本 』， 第16 巻 ， 第11 号 ， 大 正2 年5 月 ，10
～15 頁 。
○ 犬31)r
国 民 科 学 研 究 所 設 立 趣 意 書 並 二 国 民 科 学 研 究 所 設 立 案 梗 概
』， 理 化 学 研 究 所 蔵Q.






















































） 大阪工業試験所と陶磁器試験所に関し ては，つぎのものを参照のこと。 ，
鎌谷親善『国家とし ての研究体制の形成過程』,65～76頁。
ト 鎌谷親善「国家め技術政策と 試験研究機関一国立大阪工業試験所の設置－」，























験所の設置J ，『技術と文明』，第2 巻，第1 号,64 ～74頁，および前出注（66）
を参照。
し 絹業試験所については，「絹業試験所官制制定 ノ件」，『公文類聚J> 第42編，巻6,
官職門5, 官制5, 農商務省， 大正7 年，国立公文書館蔵，および『繊維高分
子材料研究所六十周年史J，8～9頁。
臨時窒素研究所に関しては，「臨時窒素研究所官制制定 ノ件」，『公文類聚』.第42
編， 巻6, 官職門5, 官制5, 農商務省， 大正7 年， 国立公文書館蔵， および
『臨時窒素研究所の10年』，5～8頁。68
）「陶磁器試験所官制 ノ件」，『公文類聚J，第43編，巻6, 官職門4, 官制4, 農商
務省，大正8 年。し国立公文書館蔵。69
）「燃料研究所官制制定 ノ件」，『公文類聚ふ 第44編，巻7, 官職門7, 官制6，灸




巻6, 官職門5, 官 制5, 農商務省，大正7 年，国立公文書館蔵。
芦田誠二編『鉱山保安技術試験研究行政50年誌』，資源技術研究所，昭和40年。7
～8頁。
『公害資源研究所六十年史』,25～26頁。71
）『鉱山保安技術試験研究行政50年誌』,2 頁。
『公害資源研究所六十年史』,24,973 ～976頁
○
第一次世界大戦と研究体制の整備209
鉱山懇話会編・刊『日本鉱業発達史』，下巻，昭和7 年,972 ～974頁。72)
以下の議論については，とくに個々の文献を掲げないので，関係する試験研究
機関に関し ては，それらの刊行にかかる既掲の文献のほか，つぎのものを参照さ
れたい。
地質調査所百年史編集委員会編 『地質調査所百年史』， 地質調査所創立百周年
記念協賛会，昭和57年。
中央計量検定所編 『中央計量検定所五十年史J， 同所創立五十周年記念刊行事
業委員会，昭和36年
○
電気試験所編・刊『電気試験所五十年史Jl>昭和19年。
船舶試験所記念行事実行委員会編・刊『船舶試験所記念誌』，昭和31年。
鉄道技術研究所五十年史刊行委員会編『五十年史J，研友社，昭和32年。
醸造試験所編・刊『醸造試験所沿革誌』，昭和5 年。
『東京帝国大学航空研究所事業一覧』,大正15年，昭和4 年など。
東北大学金属材料研究所創立五十周年記念事業実行委員会編・刊『金研五十年』。
昭和41年。
『東北帝国大学附属鉄鋼研究所説明概要j』，大正n 年。
『京都帝国大学化学研究所要覧I，昭和8 年など。
